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目標 ４－５

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

50 50 50 50 - - －

72 66 76 集計中 - - －

- 13 13 12 6 6 －

- 13 13 12 - - －

100 100 100 100 - - －

134 100 106 集計中 - - －

0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 - - －

(1)

不法投棄等
未然防止・事
案対策費（平
成10年度）

1,2,3 4858 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

水銀廃棄物
等適正管理
等推進費
（平成26年
度）

4 4856 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

廃棄物処理法の厳格な執行等により、不法投棄の未然防止策を推進しているため。目標値については、27年度時点で前倒しで目標を達成し
たことから、更に高い目標を設定（令和2年度：150件→100件）したが、未達のため、目標年度を令和７年度に延長。

△

4

クリアランス
物のトレーサ
ビリティが確
保できていな
い事案（件）

- - 0 毎年度
クリアランス物が適正に取り扱われるためには、そのトレーサビリティを確保することが必要不可欠であるため、全てのクリアランス物に関しト
レーサビリティを確保することを目標として設定。

○

3

産業廃棄物
の不法投棄
の新規発生
件数（件）

143 H27年度 100 R7年度

廃棄物処理法の厳格な執行等により、不法投棄等の拡大防止策や支障の除去等を推進しているため。目標値については、26年度時点で前
倒しで目標を達成したことから、更に高い目標を設定（令和2年度：100件→50件）したが、未達のため、目標年度を令和７年度に延長。

×

2

年度末におけ
る特定支障除
去等維持事
業の完了件
数（件）

- - 6 R9年度 特定支障除去等維持事業の各計画期間に基づき設定。 ○

1

支障等がある
産業廃棄物
の不法投棄
等の残存件
数（件）

90 H26年度 50 R7年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標 ・不法投棄等による生活環境保全上の支障等のない社会の実現
政策体系上の

位置付け
４．資源循環政策の推進

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等
・第五次循環型社会形成推進基本計画（令和6年8月2日閣議決定）第5章等

（環境省

施策名 廃棄物の不法投棄の防止等 担当部局名 環境再生・資源循環局廃棄物規制担当参事官室

施策の概要 ・廃棄物の処理に伴い環境保全上の支障が生じた場合における当該支障の除去の推進 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期



(3) － － － (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

産業廃棄物不法投棄等実態調査

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

マニフェスト制度の徹底及び罰則等の法的措置や、都道府県等によるパトロールなどの「未然防止」、廃棄物処理法に基づく監督・
指導による不法投棄と不適正処理の「拡大抑制」を行うとともに、発生した不法投棄等事案のうち生活環境保全上の支障又はおそ
れがある場合は、措置命令等で排出事業者責任を徹底してきた。この取組は、排出事業者に適正な廃棄物の管理を促し（「つかう
責任」の意識醸成。）、目標12番「つくる責任　つかう責任」の達成に貢献できた。

【副次的効果が期待される目標】

廃棄物処理法による不法投棄・不適正処理を起こさせない体制や生活環境保全上の支障又はそのおそれの速やかな除去など取
組は、目標14番「海の豊かさを守ろう」や目標15番「陸の豊かさも守ろう」の達成に間接的に貢献できた。

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

不法投棄関係について、「年度末における特定支障除去等維持事業の完了件数（件）」以外は目標を達成できなかったが、「支障等がある産業廃棄物の不法投棄等の残存件数（件）」については、当該「76件」における都道府県等の各対応については、21件が支障のおそれの防止措置、７
件が周辺環境モニタリング、48件が状況確認のための立入検査等を実施又は実施予定である。また、これらのうち、都道府県等から不法投棄・不適正処理の行為者や排出事業者に対し措置命令が発出された事案は44件であり、そのうち、７件が行政代執行による支障のおそれの防止措
置等に着手している。
「産業廃棄物の不法投棄の新規発生件数（件）」については、当該「106件」における都道府県等の各対応については、１件が支障のおそれの防止措置、８件が状況確認のための立入検査等を実施又は実施予定である。また、その他については、現時点では支障等は生じていない事案や
支障等を調査中の事案であり、現状必要な対応はとられていると考えるが、引き続き、目標達成に向けて関係自治体と連携していく。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

・クリアランス物のトレーサビリティが確保されており、目標を達成している。
・不法投棄関係について、「年度末における特定支障除去等維持事業の完了件数（件）」は目標を達成し、「産業廃棄物の不法投棄の新規発生件数（件）」は概ね目標を達成している。
　なお、当該指標については、R7年度の実績値は集計中であるため、R6年度の実績値で判断した。

「支障等がある産業廃棄物の不法投棄等の残存件数」と「産業廃棄物の不法投棄の新規発生件数」について、令和２年度に目標値の見直し（更に高い目標設定）を行ったものの目標を達成出来ていないことから、目標年度を令和８年度まで延長し、引
き続き、目標達成に向けて現在の施策を継続する。

（測定指標１）
令和２年度に目標値の見直し（更に高い目標設定）を行ったものの目標を達成出来ていないことから、目標年度を令和８年度まで延長する。
（測定指標２）
令和７年度から令和８年度にかけて、対象事業数は減る見込みであったが、関係自治体の事業計画の延長により、対象事業の件数が増加。
（測定指標３）
令和２年度に目標値の見直し（更に高い目標設定）を行ったものの目標を達成出来ていない年度もあることから、目標年度を設定せず、年間100件を当面の間維持することとする。
（測定指標４）
適切に測定できていることから、変更しない


